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第２章    船橋市における地域福祉の現状と課題 

 

 

１ 第４次船橋市地域福祉計画の進捗 

第１次船橋市地域福祉計画（平成 17年度～平成 21年度）では、急速な人口増加に伴い、

隣人の顔すら知らない市民も少なくないという希薄な隣近所とのつきあいの現状を踏ま

え、市民の地域参加を進めていくための第一歩として、孤立化してしまっている市民相互

のコミュニケーションを活性化していくための施策や人間関係を深めていくための仕組

みづくりを目標に計画策定が行われました。 

第２次船橋市地域福祉計画（平成 22 年度～平成 26年度）では、さらに重点プロジェク

トとして「災害時要援護者支援」と「相談窓口ワンストップ化」を設定し、第３次船橋市

地域福祉計画（平成 27年度～令和３年度）では、あらたな取り組みとして「生活困窮者自

立支援の取り組み」「地域包括ケアシステムの構築」「ボランティア充実のための検討」を

設定する等、これまで地域福祉の推進を図ってきました。 

第４次船橋市地域福祉計画（令和４年度～令和８年度）では、「重層的支援体制整備事業」

が開始され、困難・生きづらさなどを抱えるすべての地域住民を対象とする包括的支援体

制の整備に取り組んできたところです。 

さらに、地域福祉計画で提言されている公助項目を具現化するため、これに対応する個

別事業の進捗状況について担当所管での自己評価等を行い、「地域福祉計画推進事業要覧」

を年度ごとに作成してきました。 

また、共助項目については、船橋市社会福祉協議会が策定した「船橋市地域福祉活動計

画」の進捗状況を報告しています。 

これまで進捗管理の仕組みとして、「地域福祉計画推進事業要覧」と船橋市社会福祉協議

会からの報告を、「地域福祉計画推進委員会」に提出し、その内容を検証・評価した後、推

進委員会からの意見を市長及び船橋市社会福祉協議会会長へ提言することで各年度取り

組んできました。 
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（１）公助項目の進捗評価 

令和４年度における「地域福祉計画」の公助項目の進捗評価は以下のとおりとなってい

ます。 

上段は事業数、下段は割合 

 
Ａ Ｂ Ｃ 

評価なし 

・廃止・完了 
計 

第４章事業数 

(公助項目 21) 

17 

(80.9) 

4 

(19.1) 

0 

(0.0) 

0 

(0.0) 

21 

(27.3) 

第５章事業数 

(公助項目 17) 

15 

(88.2) 

2 

(11.8) 

0 

(0.0) 

0 

(0.0) 

17 

(22.1) 

第６章事業数 

(公助項目 39) 

35 

(89.7) 

3 

(7.7) 

0 

(0.0) 

1 

(2.6) 

39 

(50.6) 

事業数計 

(公助項目 77) 

67 

(87.0) 

9 

(11.7) 

0 

(0.0) 

1 

(1.3) 

77 

(100) 

※集計の構成比については、端数処理の関係上、合計と内訳が一致しない場合があります 

＝評価基準＝ 

完了：基本施策を達成したため、事業を完了した。 

Ａ：基本施策を順調に達成している、あるいは達成しつつあるため、このままの内容で

事業を継続する。 

Ｂ：基本施策を達成するためには、当該事業の改善・工夫が必要である。 

Ｃ：基本施策を達成するためには、当該事業の根本的な見直しが必要である。 

廃止・当該事業を実施しても基本施策を達成することはできないため廃止する。 

制度の変更や事業の見直し等により廃止する。 

ー：評価なし。コロナや台風で事業が中止したため評価ができない等。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「基本施策を順調に達成している、あるいは達成しつつあるため、このままの内容で事

業を継続する」という「Ａ」評価は、全体の８７．０％となる６７事業となっています。 

「Ｂ」評価は、９事業（１１．７％）となりました。 

また、全事業のうち、新型コロナウイルス感染症の影響があった事業は、３２事業（４

１．６％）あり、影響のなかった事業は４５事業（５８．４％）でした。  

影響あり

41.6%

影響なし

58.4%

コロナの影響有無 令和４年度
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令和５年度における「地域福祉計画」の公助項目の進捗評価は以下のとおりとなってい

ます。 

上段は事業数、下段は割合 

 
Ａ Ｂ Ｃ 

評価なし 

・廃止・完了 
計 

第４章事業数 

(公助項目 21) 

19 

(90.4) 

1 

(4.7) 

0 

(0.0) 

1 

(4.7) 

21 

(27.3) 

第５章事業数 

(公助項目 17) 

17 

(100) 

0 

(0.0) 

0 

(0.0) 

0 

(0.0) 

17 

(22.1) 

第６章事業数 

(公助項目 39) 

39 

(100) 

0 

(0.0) 

0 

(0.0) 

0 

(0.0) 

39 

(50.6) 

事業数計 

(公助項目 77) 

75 

(97.4) 

1 

(1.3) 

0 

(0.0) 

1 

(1.3) 

77 

(100) 

※集計の構成比については、端数処理の関係上、合計と内訳が一致しない場合があります 

 

＝評価基準＝ 

完了：基本施策を達成したため、事業を完了した。 

Ａ：基本施策を順調に達成している、あるいは達成しつつあるため、このままの内容で

事業を継続する。 

Ｂ：基本施策を達成するためには、当該事業の改善・工夫が必要である。 

Ｃ：基本施策を達成するためには、当該事業の根本的な見直しが必要である。 

廃止・当該事業を実施しても基本施策を達成することはできないため廃止する。 

制度の変更や事業の見直し等により廃止する。 

ー：評価なし。コロナや台風で事業が中止したため評価ができない等。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「基本施策を順調に達成している、あるいは達成しつつあるため、このまま事業を継続

する」という「Ａ」評価は、全体の９７．４％となる７５事業となっています。 

「Ｂ」評価は、１事業（１．３％）となりました。 

また、全事業のうち、新型コロナウイルス感染症の影響があった事業は、９事業（１１．

７％）あり、影響のなかった事業は６８事業（８８．３％）でした。 

  

影響あり

11.7%

影響なし

88.3%

コロナの影響有無 令和５年度
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令和６年度における「地域福祉計画」の公助項目の進捗評価は以下の通りとなっていま

す。 

上段は事業数、下段は割合 

 
Ａ Ｂ Ｃ 

評価なし 

・廃止・完了 
計 

      

      

      

      

※集計の構成比については、端数処理の関係上、合計と内訳が一致しない場合があります 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

後日情報の入力 
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令和７年度における「地域福祉計画」の公助項目の進捗評価は以下の通りとなっていま

す。 

上段は事業数、下段は割合 

 
Ａ 

Ｂ 
Ｃ 

評価なし 

・廃止・完了 
計 

      

      

      

      

※集計の構成比については、端数処理の関係上、合計と内訳が一致しない場合があります 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

後日情報の入力 
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（２）船橋市地域福祉計画推進委員会からの意見 

第４次地域福祉計画において、地域福祉関係団体や学識経験者等を委員とする「船橋市

地域福祉計画推進委員会」を設置し、進捗管理を図ってきました。本計画の策定委員会へ

第４次計画の振り返りや第５次計画への期待等を引継ぐため、提言をいただきました。 

 

①重層的支援体制整備事業について 

本事業は、第５次船橋市地域福祉計画においてメインになってくると考えます。こ

れまでの進捗状況を踏まえた上で、次期計画期間中にどこまで整備を進めるのかを検

討し、第５次計画に盛り込む必要があると考えます。 

 

②「保健と福祉の総合相談窓口 さーくる」について 

元々、ワンストップ型の総合相談窓口としてできた「さーくる」が、そこから派生

して様々な支援体制が展開（生活困窮者自立支援制度・重層的支援体制整備事業の「多

機関協働事業」など）されてきました。これまでの支援体制の展開を第５次計画に記

載した上で、これからの「さーくる」の在り方について、更なる拡充が必要なのか、

また、必要であればどのような支援体制を構築していく必要があるのかをご検討願い

たいです。 

 

③地域包括ケアシステムの構築について 

地域の中で高齢者のフレイル（健康な状態と要介護状態の中間に位置し、身体的機

能や認知機能の低下がみられる状態）の方を見受けることが多くなり、また、ひとり

暮らし高齢者も増えております。このような方々がひきこもり状態になり、地域で孤

立しない為にも、地区社会福祉協議会・町会・自治会・民生児童委員等、地域が一体

となり、地域の協力体制がさらに充実していくことを期待します。 

 

④共働き世帯が子育てしやすい環境づくりについて 

近年、共働き世帯が非常に多くなっています。ご両親は、日々仕事と子育てに追わ

れ、時間の余裕がない中で必死に頑張っておられます。 

例えば、保育所や幼稚園・学校などのほかにも、少しの時間だけでもこどもを預け

られる、または、遊ばせられるような居場所が地域に増えていくと、共働き世帯の負

担も少し軽減するのではないでしょうか。 

共働き世帯の方々が仕事と子育てを両立しやすい地域になるような、子育て支援に

関する取組を期待します。 
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⑤潜在的な要支援者への支援について 

複雑化・複合化した課題等を抱えた相談者が窓口で相談するにあたり、以前は、ど

こに相談すればよいかわからず窓口で断られて、あきらめてしまうようなこともあり

ましたが、「重層的支援体制整備事業」が開始され、断らない相談支援等の取組により、

心の通った支援を受けられるようになってきています。この取組により「自ら支援を

要請できる人々」は、必要な支援にたどり着きやすくなってきていると思います。 

次に取組むべき課題は、「自ら支援を要請できない人々」だと思います。このような

人々を「見つけ出して支援する」「自ら支援を要請出来るようにする」ような施策が必

要だと思います。 

 

⑥その他 

国が掲げる「地域共生社会」の理念にもありますが、「支援する人（支え手）」「支援

される人（受け手）」と区別して人々を分離するのではなく、互いに支援し合い、尊敬

し合い、心が通い合える社会になればと思います。 
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２ 船橋市の現状 

（１）人口・世帯状況 

① 年齢３区分別人口と高齢化率※の推移 

本市の人口推移をみると、総人口は年々増加し、令和８年で○○○○人となっています。

また、年齢３区分別人口構成の推移をみると、特に老年人口（65歳以上）の増加割合は大

きく、令和８年の高齢化率は○○％となっています。 

 

年齢３区分別人口と高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳(各年４月１日) 

  

平成23年 平成28年 令和３年 令和８年

年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳）

老年人口（65歳以上） 高齢化率

(人)          （％）

83,358 84,273 81,672

398,832 398,342 408,831

119,131 145,201 154,947

19.8

23.1 24.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

平成23年 平成28年 令和３年 令和８年

年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳）

601,321 
627,816 645,450 

Ｒ８年 

更新後 

記載 

後日データ入力 
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② 総世帯数の推移 

総世帯数は年々増加しており、令和７年で○○○○世帯となっています。一方、１世帯

あたり平均人員は年々減少しており、令和７年で○○人となっています。 

 

総世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査  

 

（２）高齢者の状況 

① 高齢者単身世帯数、高齢者夫婦世帯数の推移 

高齢者単身世帯数は、平成17年と比較して、令和７年は約○○倍の○○○○世帯となっ

ています。また、高齢者夫婦世帯数は、平成22年と比較して、令和７年は約○○倍の○○

○○世帯となっています。 

 

高齢者単身世帯数、高齢者夫婦世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査  

  

（世帯）

19,325

24,910

29,587

20,525

25,923
28,002

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

平成22年 平成27年 令和２年 令和７年

高齢者単身世帯数 高齢者夫婦世帯数

総世帯数のうち、核家族世帯数を除いた世帯数（施設等の世帯も含める）

核家族世帯数

１世帯あたり平均人員

総世帯数のうち、核家族世帯数を除いた世帯数（施設等の世帯も含める）

核家族世帯数

１世帯あたり平均人員

0
平成22年 平成27年 令和２年

高齢者単身世帯数 高齢者夫婦世帯数

 （世帯）             （人）

155,362 160,380 164,654

106,053 112,052 125,262

2.31 2.26 2.19

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0

100,000

200,000

300,000

400,000

平成22年 平成27年 令和２年 令和７年

核家族世帯数 総世帯数のうち、核家族

261,415 272,432 
289,916 

国勢調査

(Ｒ７年) 

より更新 

国勢調査

(Ｒ７年) 

より更新 

後日データ入力 

後日データ入力 
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② 要支援・要介護認定者数の推移 

要支援・要介護認定者数は、年々増加しており、令和４年と比較して、令和８年は約○

○倍の○○○○人となっています。要介護度別に増加割合をみると、令和４年に比べ、要

支援２が特に増加しており、約○○倍となっています。 

 

 要支援・要介護認定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業報告（各年９月末日現在） 

 

（３）ひとり親家庭の状況 

本市の18歳未満のこどもがいる母子世帯は、平成22年と比較して、令和７年は約○○倍

の○○○○世帯と減少しています。また、18歳未満のこどもがいる父子世帯も、平成22年

と比較して、令和７年は約○○倍の○○世帯と減少しています。 

 

ひとり親世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

（世帯）

2,333
2,489

2,049

295 313 284

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

平成22年 平成27年 令和２年 令和７年
平成22年 平成27年 令和２年 令和７年

18歳未満の子供がいる母子世帯 18歳未満の子供がいる父子世帯

国勢調査

(Ｒ７年) 

より更新 

Ｒ９年 

１月頃 

更新予定 

30,489 
31,808 32,313 

33,750 
 （人）

3,448 3,428 3,486 3,514

4,203 4,313 4,355 4,703

7,032 7,680 7,605 7,529

5,166 5,236 5,604 6,433

4,337
4,525 4,526

4,798
3,867

4,086 4,092
4,0882,436

2,540 2,645
2,685

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

後日データ入力 

後日データ入力 
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（４）障害のある人の状況 

手帳所持者数を令和４年と令和７年で比較すると、身体障害者手帳所持者数はほぼ横ば

いの○○○○人、療育手帳所持者数は約○○倍で○○○○人、精神障害者保健福祉手帳所

持者数は約○○倍で○○○○人となっています。  

 

障害者手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：船橋市統計書（各年 3月 31 日現在）  

 

（５）外国人住民の状況 

外国人住民は増加傾向にあり、令和７年で○○○○人となっています。  

 

外国人住民の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：船橋市統計書（各年 12月 31 日現在）  

 

  

 （人）

18,477 19,264

21,268

23,731

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年

令和４年 令和５年 令和６年 令和７年

身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳

 （人）

15,722 15,476 15,347

3,791 3,948 4,094

6,274 6,730 7,288

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

令和４年 令和５年 令和６年 令和７年

身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳

25,787 26,154 26,729 

Ｒ８年 

５月末 

更新予定 

Ｒ８年 

５月末 

更新予定 

後日データ入力 

後日データ入力 
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（６）生活保護の状況 

被保護実世帯数は増加傾向にあり、令和６年で○○○○世帯となっています。一方、被

保護実人員は増加傾向となっており、令和６年で○○○○人となっています。 

 

生活保護世帯の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：船橋市統計書（各年度内平均）  

 

（７）町会・自治会の状況 

町会・自治会数は若干増加傾向にあり、令和６年で○○○○自治会となっています。一

方、自治会加入率は低下傾向にあり、令和６年で○○％となっています。  

 

町会・自治会数、自治会加入率の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：船橋市統計書（各年 4月 1 日現在）  

  

 （世帯）        （人）

7,205 7,374 7,471 7,510

9,094 9,211 9,303 9,322

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

被保護実世帯数 被保護実人員

令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

町会・自治会数 自治会加入率

Ｒ８年 

５月末 

更新予定 

Ｒ８年 

５月末 

更新予定 

（自治会）     （％）

885 886 888

70.31 70.51 69.28

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

0

200

400

600

800

1,000

令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

町会・自治会数 自治会加入率

後日データ入力 

後日データ入力 
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（８）市の財政状況 

市の歳出（一般会計）について見てみると、令和４年度以降は減少傾向となっており、

令和７年度は○○○○億円となりました。  

その中でも、福祉関係に係る民生費は毎年増加しており、令和７年度の歳出は○○億円

で、その割合は令和７年度の全歳出の内の○○％となっています。  

市の財政は少子高齢化の進行により、働く世代の減少による市税収入減や社会保障経費

のさらなる増加など厳しい状況が見込まれます。 

 

市の歳出の推移（一般会計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：船橋市統計書        

注：集計の構成比については、端数処理の関係上、合計と内訳が一致しない場合があります。       

 

  

令和４年 令和５年 令和６年 令和７年

民生費 総務費 衛生費 土木費 教育費 公債費 その他

（億円）

1048 1128 1146

221
225 186

341 189 180

205 220 229

257 253 289

197 181 183

135
145 139

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

令和４年 令和５年 令和６年 令和７年

民生費 総務費 衛生費 土木費 教育費 公債費 その他

2,405 2,341 2,353 

Ｒ８年 

５月末 

更新予定 

(予算数値) 

決算数値公

表されたら

更新 

後日データ入力 
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３ アンケート調査等から見える現状 

（１）アンケート調査の概要 

① 調査の目的 

本調査は、「第５次船橋市地域福祉計画」の策定にあたり、市内在住者等の地域福祉に関

する意識や、地域活動の実態や課題を把握し、計画策定の基礎資料を得ることを目的とし

て実施 

 

② 調査対象 

市民：市内に在住する満 18歳以上の方 3,000人 

（住民基本台帳から性別、年齢、地域などを考慮して無作為抽出） 

団体：地域福祉の担い手となっている各種団体 

（町会・自治会、地区社会福祉協議会、民生児童委員協議会、老人クラブ連合会、 

ボランティア団体、助け合いの会、PTAなど） 

相談支援機関：市内の相談支援機関 

（地域包括支援センター、在宅介護支援センター、障害者（児）総合 

相談窓口、子育て支援センター、保健センター、子育て世代包括支援 

センター「ふなここ」、家庭児童相談室、「保健と福祉の総合相談窓口  

さーくる」など） 

法人：市内の社会福祉法人、医療法人等 

 

③ 調査期間 

令和７年９月 30日から令和７年 10 月 31日 

 

④ 調査方法 

郵送等による配布、郵送及びインターネット等による回収 

 

⑤ 回収状況 

調査票の種類 配布数 回収数 回収率 

市民 3,000件 
1,518件 

（インターネット回答：551件） 
50.6％ 

団体 341件 
255件 

（インターネット回答：59件） 
74.8％ 

相談支援機関※1 50機関 
50件 

（インターネット回答：43件） 
―※2 

法人 58件 
35件 

（インターネット回答：22件） 
60.3％ 

※１ 相談支援機関調査は、今回より新たに実施 

※２ 相談支援機関調査は、１つの機関から複数の回答があったため回収率については不記載 

 

⑥ 調査結果の表示方法 

・回答は各質問の回答者数の内訳を百分率（％）で示してあります。また、小数点以下

第２位を四捨五入しているため、内訳の合計が 100.0％にならない場合があります。 

・複数回答が可能な設問の場合、回答者が全体に対してどのくらいの比率であるかとい

う見方になるため、回答比率の合計が 100.0％を超える場合があります。  
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（２）市民調査結果 

① 隣近所とのつきあい方 

「なんでも相談し助け合えるとまではいかないが、内容によっては困ったときに相談

し、助け合える人がいる」の割合が 24.7％と最も高く、次いで「世間話などはしないが、

挨拶をする程度の人はいる」の割合が 23.6％、「ほとんど近所づきあいはない」の割合

が 20.9％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「ほとんど近所づきあいはない」の割合が増加していま

す。 

年齢別にみると、20～39歳で「ほとんど近所づきあいはない」高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年齢別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

令和７年度調査 1,518

令和元年度調査 1,444

10.0

10.5

24.7

30.5

19.9

20.8

23.6

22.9

20.9

14.3

0.9

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

何かで困ったときには、なんでも相談し助け合える人がいる

なんでも相談し助け合えるとまではいかないが、内容によっては困ったときに相談し、助け合える人がいる

助け合いや相談事はしないが、世間話をする程度の人はいる

世間話などはしないが、挨拶をする程度の人はいる

ほとんど近所づきあいはない

無回答

回答者数 =

18～19歳 10

20～29歳 133

30～39歳 170

40～49歳 224

50～59歳 300

60～64歳 139

65～69歳 94

70～74歳 106

75歳以上 330

7.5

8.2

10.3

6.3

9.4

8.5

7.5

16.1

10.0

9.8

20.6

30.8

25.0

25.2

33.0

20.8

27.9

10.0

6.0

11.2

13.8

21.7

20.9

20.2

36.8

26.7

70.0

30.8

23.5

26.3

25.0

25.9

23.4

21.7

16.7

10.0

45.9

36.5

18.8

22.0

18.0

12.8

13.2

10.0

0.7

2.1

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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② 近所づきあいがない理由 

「仕事等で忙しく、つきあう時間がないため」の割合が 36.9％と最も高く、次いで「隣

近所と生活時間が異なり、接する機会がないため」の割合が 32.4％、「隣近所に住んで

いるのがどのような人か、わからないため」の割合が 28.5％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「隣近所に住んでいるのがどのような人か、わからない

ため」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和元年度調査では、「近所以外に相談したり助け合ったりできる人がいるため（家族・気の合う友人・SNS

でのつながりなど）」がありませんでした。 

 

 

③ 困ったときに隣近所に助け合える人がいればよかったと感じる経験 

「思ったことがある」の割合が 25.4％、「思ったことはない」の割合が 61.9％となっ

ています。 

令和元年度調査と比較すると、「思ったことはない」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

つきあいがわずらわしく、つきあう必要性を感じ
ないため

仕事等で忙しく、つきあう時間がないため

隣近所と生活時間が異なり、接する機会がないた
め

隣近所に住んでいるのがどのような人か、わから
ないため

家庭環境や趣味などの共通点がなく、つきあいづ
らいため

病気、障害があるなどでつきあうことが難しいた
め

転居して間もないため

近所以外に相談したり助け合ったりできる人がいるた

め（家族・気の合う友人・SNSでのつながりなど）

その他

無回答

22.3

36.9

32.4

28.5

19.6

3.7

4.8

25.3

4.6

2.1

20.3

37.0

33.8

22.8

22.6

5.6

9.8

－

6.6

2.4

0 20 40 60 80 100

令和７年度調査

（回答者数 = 978）

令和元年度調査

（回答者数 = 838）

思ったことがある 思ったことはない 無回答

回答者数 =

令和７年度調査 978

令和元年度調査 838

25.4

28.9

61.9

53.3

12.8

17.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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④ 隣近所の気にかかる人の有無 

「いる」の割合が 17.9％、「いない」の割合が 46.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 地域の中で起こる問題に対する解決方法 

「行政と住民が協力して、解決方法を考えていきたい」の割合が 58.8％と最も高く、

次いで「行政に解決してもらえるように、積極的に要求していきたい」の割合が 14.6％、

「自分たちの生活に関わることだから、できるだけ住民同士で協力して解決したい」の

割合が 11.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ ボランティアや市民活動への関心度 

「非常に関心がある」「やや関心がある」を合わせた“関心がある”の割合が 26.2％、

「あまり関心がない」「関心がない」を合わせた“関心がない”の割合が 37.5％となっ

ています。 

令和元年度調査と比較すると、“関心がない”の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

いる いない わからない 無回答

回答者数 =

　 1,518 17.9 46.9 34.7 0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自分たちの生活に関わることだから、できるだけ住民同士で協力して解決したい

地域のことに熱心な人たちが考えてくれるので、その人たちに任せておきたい

行政と住民が協力して、解決方法を考えていきたい

行政に解決してもらえるように、積極的に要求していきたい

その他

無回答

回答者数 =

　 1,518 11.5 9.4 58.8 14.6 2.0 3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非常に関心がある やや関心がある どちらともいえない あまり関心がない

関心がない 無回答

回答者数 =

令和７年度調査 1,518

令和元年度調査 1,444

3.3

4.8

22.9

33.0

33.5

38.9

26.4

15.4

11.1

5.8

2.9

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑦ ボランティアや市民活動の情報の入手状況 

「入手できている」「どちらかといえば入手できている」を合わせた“入手できている”

の割合が 31.1％、「あまり入手できていない」「入手できていない」を合わせた“入手で

きていない”の割合が 68.3％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ ボランティア、市民活動への参加状況 

「現在参加している」の割合が 5.9％、「過去に参加したことがある」の割合が 21.7％、

「参加したことはない」の割合が 71.2％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「参加したことはない」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

入手できている どちらかといえば入手できている

あまり入手できていない 入手できていない

無回答

回答者数 =

令和７年度調査 398

令和元年度調査 546

9.5

10.6

21.6

21.4

37.4

39.6

30.9

27.5

0.5

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在参加している 過去に参加したことがある 参加したことはない 無回答

回答者数 =

令和７年度調査 1,518

令和元年度調査 1,444

5.9

8.5

21.7

29.5

71.2

59.9

1.1

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑨ ボランティアや市民活動に参加した「きっかけ」 

「町会・自治会の呼びかけがあって」の割合が 30.5％と最も高く、次いで「学校の授

業・PTA や課外活動の一環として」の割合が 27.4％、「自分の自発的な意志で」の割合が

17.1％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「町会・自治会の呼びかけがあって」の割合が増加して

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和元年度調査では、「その他」がありませんでした。 

  

％

友人・家族に勧められた・誘われた

学校の授業・PTAや課外活動の一環として

町会・自治会の呼びかけがあって

講習会・研修会に参加して

会社などの地域貢献活動として

広報やポスターの案内をみて

新聞・テレビ・雑誌をみて

自分の自発的な意志で

立場上しかたなく

その他

無回答

14.8

27.4

30.5

5.2

4.5

3.8

1.2

17.1

2.9

4.5

13.8

13.7

24.0

22.4

5.5

4.4

3.3

1.1

14.8

2.6

－

29.1

0 20 40 60 80 100

令和７年度調査

（回答者数 = 420）

令和元年度調査

（回答者数 = 549）
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⑩ ボランティアや市民活動に参加したことがない理由 

「時間が足りない・忙しいから」の割合が 54.1％と最も高く、次いで「健康に自信が

ないから・高齢であるから」の割合が 22.3％、「活動に興味がないから」の割合が 20.9％

となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「活動する仲間や団体が見つからないから」の割合が減

少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

時間が足りない・忙しいから

活動に興味がないから

活動するのにお金がかかるから

家族や会社など周囲の理解が得られないから

活動する仲間や団体が見つからないから

閉鎖的で入りづらい団体ばかりだから

照れくさいから

健康に自信がないから・高齢であるから

自分にメリットがないから

参加の仕方などの団体情報が得られないから

無償の活動だから

その他

無回答

54.1

20.9

4.2

1.5

14.0

5.0

5.1

22.3

4.3

17.6

4.3

4.0

2.3

54.0

18.3

7.6

1.5

20.2

3.5

5.1

20.1

4.9

22.4

3.8

5.4

4.5

0 20 40 60 80 100

令和７年度調査

（回答者数 = 1,081）

令和元年度調査

（回答者数 = 549）
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⑪ 多様な生活状況や特性を持つ方々にとって住みやすいまちか 

「住みやすい」の割合が 23.5％、「ふつう」の割合が 53.0％、「住みにくい」の割合が

7.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

⑫ 多様な生活状況や特性を持つ方々にとって住みにくいと思う理由 

「道路の段差が多かったり、歩道が整備されていないなど外出しにくい」の割合が

65.1％と最も高く、次いで「交通機関が不便・利用しにくい」の割合が 52.3％、「利用し

やすい公共施設が少ない」の割合が 43.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

住みやすい ふつう 住みにくい わからない 無回答

回答者数 =

　 1,518 23.5 53.0 7.2 15.2 1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 = 109 ％

地域住民の理解や協力がない

交通機関が不便・利用しにくい

買い物などが不便

利用しやすい公共施設が少ない

空気、緑、日照など自然環境がよくない

道路の段差が多かったり、歩道が整備されていな
いなど外出しにくい

身近に働く場所が少ない

利用しやすい医療機関が少ない

福祉施設が少ない

日常的に利用できる施設が少ない

その他

わからない

無回答

11.9

52.3

38.5

43.1

6.4

65.1

11.0

29.4

22.9

34.9

11.9

0.0

0.0

0 20 40 60 80 100
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⑬ 地域住民が集まったり、地域活動を行ったりする場所 

「足りていると感じる」の割合が 24.1％、「足りていないと感じる」の割合が 37.2％、

「特に必要性を感じない」の割合が 28.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

⑭ どのような居場所が足りていないと感じるか 

「多世代が交流できる居場所」の割合が 58.6％と最も高く、次いで「地域住民が気軽

に話し合いなどを行うことができる居場所」の割合が 43.5％、「高齢者が集える居場所」

の割合が 37.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

足りていると感じる 足りていないと感じる 特に必要性を感じない その他 無回答

回答者数 =

　 1,518 24.1 37.2 28.9 7.3 2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 = 565 ％

多世代が交流できる居場所

ひきこもり状態の人や不登校の方、またはそのご
家族が集える居場所

子供（18歳未満）が安全・安心に集える居場所

妊活・妊娠・子育て中の方が集える居場所

障害がある人（子供）、またはそのご家族が集え
る場所

高齢者が集える居場所

認知症高齢者等のご家族が集える居場所

地域住民が気軽に話し合いなどを行うことができ
る居場所

その他

無回答

58.6

26.9

33.3

21.2

19.8

37.3

21.2

43.5

1.6

2.5

0 20 40 60 80 100
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⑮ 事業・相談窓口・制度等の認知度 

『（１）地域包括支援センター』で「よく知っている」と「ある程度知っている」を合

わせた“知っている”の割合が高くなっています。一方、『（４）障害者虐待防止センタ

ー はーぷ』で「ほとんど知らない」と「まったく知らない」を合わせた“知らない”

の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

よく知っている ある程度知っている ほとんど知らない

まったく知らない 無回答

回答者数 = 1,518

（１）地域包括支援センター

（２）在宅介護支援センター

（３）基幹相談支援センター
　　　ふらっと船橋・障害者（児）総合相談窓口

（４）障害者虐待防止センター　はーぷ

（５）子育て世代包括支援センター「ふなここ」

（６）子育て支援センター

（７）こども発達相談センター

（８）家庭児童相談室

（９）地区社会福祉協議会　福祉相談

（10）保健と福祉の総合相談窓口　さーくる

（11）ふなばし地域若者サポートステーション

（12）在宅医療支援拠点　ふなぽーと

（13）住まいるサポート船橋

8.2

3.7

1.2

0.6

1.4

6.1

3.0

2.4

2.2

1.4

1.0

0.9

0.4

24.6

17.1

4.5

1.9

7.0

20.1

10.5

11.8

13.8

4.5

2.7

3.4

3.0

27.9

32.2

29.4

27.3

29.2

28.3

30.5

33.4

32.1

29.5

28.5

29.0

27.6

35.4

41.6

58.8

63.8

56.2

39.7

49.7

46.4

46.0

58.6

61.9

60.9

62.8

4.0

5.4

6.1

6.3

6.1

5.7

6.4

6.1

5.9

6.1

6.0

5.9

6.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑯ 相談窓口の利用経験 

「地域包括支援センター」の割合が 13.2％と最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,518 ％

地域包括支援センター

在宅介護支援センター

基幹相談支援センター　ふらっと船橋・障害者
（児）総合相談窓口

障害者虐待防止センター　はーぷ

子育て世代包括支援センター「ふなここ」

子育て支援センター

こども発達相談センター

家庭児童相談室

地区社会福祉協議会　福祉相談

保健と福祉の総合相談窓口　さーくる

ふなばし地域若者サポートステーション

在宅医療支援拠点　ふなぽーと

住まいるサポート船橋

無回答

13.2

4.3

0.7

0.1

0.7

9.9

3.1

1.1

2.6

1.4

0.5

0.3

0.5

70.8

0 20 40 60 80 100
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（３）団体調査結果 

① 活動を通して、住んでいる地域で、課題と感じていること 

「町会・自治会や地域団体の役員のなり手が少ない」の割合が 45.5％と最も高く、次

いで「ボランティアや福祉に関心のある人が少ない」の割合が 42.7％、「若い人と高齢

者との交流が乏しい」の割合が 38.3％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「若い人と高齢者との交流が乏しい」「住民相互のまと

まりや助け合いが乏しい」「交通が不便」の割合が増加しています。一方、「安心して歩

ける歩道が少ない」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和元年度調査では、「子供が安全・安心に過ごせる場所が少ない」、「スポーツをする場所や機会が少ない」がありま

せんでした。 

  

％

ひとり暮らしの高齢者に対
する支援が少ない

高齢者夫婦世帯に対する支
援が少ない

障害者･児がいる世帯に対
する支援が少ない

母子・父子世帯に対する支
援が少ない

生活に困っている世帯に対
する支援が少ない

子供の非行・いじめ

児童・高齢者・パートナー
などに対する虐待・暴力

孤独死

ニート・ひきこもり

ボランティアや福祉に関心
のある人が少ない

町会・自治会や地域団体の
役員のなり手が少ない

若い人と高齢者との交流が
乏しい

介護が必要な人のための入
所施設がない

子供を持つ親同士の交流の
場が少ない

23.3

14.6

7.1

7.5

8.7

4.7

1.6

9.1

6.7

42.7

45.5

38.3

7.5

8.3

23.2

15.0

8.2

7.3

7.9

7.3

4.1

11.4

11.1

44.0

49.3

31.7

8.8

7.3

0 20 40 60 80 100

令和７年度調査

（回答者数 = 253）

令和元年度調査

（回答者数 = 341）

％

住民相互のまとまりや助け
合いが乏しい

段差などがありバリアフ
リーになっていない

安心して歩ける歩道が少な
い

子供が安全・安心に過ごせ
る場所が少ない

スポーツをする場所や機会
が少ない

買い物が不便

交通が不便

働き口や仕事が少ない

自分の住む地域に関心がな
い人が多い

ゴミ出しなどのルールが守
られない

オートロックのマンションなど

が増え、交流・接触が難しい

その他

特にない

無回答

22.1

9.5

21.3

11.1

12.6

15.8

16.6

2.4

22.1

12.3

11.1

5.9

8.7

6.3

17.0

13.2

28.2

－

－

13.2

11.1

0.9

23.2

12.6

13.5

4.7

5.9

4.7

0 20 40 60 80 100
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② 福祉関連の分野で特に行政に力を入れて取り組んでほしい施策 

「住民相互のまとまりや助け合い（地域交流事業の促進支援）」の割合が 24.5％と最

も高く、次いで「ボランティアや福祉に関する教育・体験（学校教育、社会教育の充実）」

の割合が 22.1％、「地域資源の活用（人的資源・公共施設・民間施設の活用）」の割合が

20.2％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「ボランティアや福祉に関する教育・体験（学校教育、

社会教育の充実）」「健康の保持・増進を図る健康づくり」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

既存組織のネットワーク化（連携・協力体制の確
立、内部情報の共有化整備）

地域資源の活用（人的資源・公共施設・民間施設
の活用）

ボランティアや福祉に関する教育・体験（学校教
育、社会教育の充実）

ボランティア団体やＮＰＯ等への支援体制の拡充
（設立・運営の支援）

住民相互のまとまりや助け合い（地域交流事業の
促進支援）

生きがいの創造（生涯学習の推進、サークル活動
の支援、起業・就業の支援）

健康の保持・増進を図る健康づくり

地域情報の発信・交換

社会福祉協議会と地区社会福祉協議会の充実・強
化

サービスの受け手に対して、ボランティア活動の
理解を深める

福祉関連の優良事業者の育成

成年後見制度利用支援や見守り体制の充実

災害時の要援護者支援

その他

わからない

無回答

19.0

20.2

22.1

14.2

24.5

12.3

11.5

7.9

17.4

11.5

2.8

6.7

17.8

2.0

5.5

12.3

15.2

21.1

33.4

13.8

26.4

15.8

17.6

10.9

17.0

11.1

2.3

5.9

19.1

2.1

2.6

7.9

0 20 40 60 80 100

令和７年度調査

（回答者数 = 253）

令和元年度調査

（回答者数 = 341）



27 
 

 

（４）相談支援機関調査結果 

① 解決が困難であったりする相談を受ける機会 

「増えていると感じる」「どちらかというと増えていると感じる」を合わせた“増えて

いる”の割合が 90.9％、「変わらない」の割合が 9.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

② 通常関わる業務範囲以外の市の担当部署や相談機関・施設と連携する必要が 

あるときに、連絡や連携はスムーズに行われているか 

「スムーズに行えないこともたまにある」の割合が 52.0％と最も高く、次いで「概ね

スムーズに行えていると感じる」の割合が 26.0％、「スムーズに行えないことのほうが

多い」の割合が 10.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

③ スムーズに行われていない理由 

「市の担当部署や相談支援機関・施設に連絡しても断られる」の割合が 54.8％と最も

高く、次いで「連携に必要な市の担当部署や相談支援機関・施設などの資源が少ない」

の割合が 51.6％、「市の担当部署や相談支援機関・施設内容や対応可能な業務がわから

ない」の割合が 22.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

増えていると感じる どちらかというと増えていると感じる

変わらない どちらかというと減っていると感じる

減っていると感じる 無回答

回答者数 =

　 44 61.4 29.5 9.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

概ねスムーズに行えていると感じる スムーズに行えないこともたまにある

スムーズに行えないことのほうが多い 連携する機会がない

無回答

回答者数 =

　 50 26.0 52.0 10.0 8.0 4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 = 31 ％

連携に必要な市の担当部署や相談支援機関・施設
などの資源が少ない
市の担当部署や相談支援機関・施設と日頃からの
交流がない
市の担当部署や相談支援機関・施設内容や対応可
能な業務がわからない
市の担当部署や相談支援機関・施設に連絡しても
断られる
どのように（どこと）連携すればよいかわからな
い

その他

無回答

51.6

19.4

22.6

54.8

9.7

16.1

3.2

0 20 40 60 80 100
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（５）法人調査結果 

① 地域との関わり方 

「地域が主催する行事・イベント（祭りや運動会など）に参加している」の割合が

65.7％と最も高く、次いで「施設等への招待、見学の受け入れを行っている」の割合が

57.1％、「地域が主催する講習会や学習会などの場に専門職等の職員を派遣している」の

割合が 40.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 35 ％

地域が主催する行事・イベント（祭りや運動会など）

に参加している

法人が主催して、利用者・入所者と地域住民が交流を

図る行事・イベントを行っている

地域住民にボランティアをお願いしている、または地

域住民をボランティアとして受け入れている

法人として美化・清掃活動などの地域活動に参加して

いる

地域が主催する講習会や学習会などの場に専門職等の

職員を派遣している

法人の建物等の一部スペースを地域住民に開放してい

る

地域の住民や学校に対する福祉の普及啓発（講座や講

演会の開催等）を行っている

利用者・入所者以外の地域住民への相談対応を行って

いる

施設等への招待、見学の受け入れを行っている

災害時の避難場所としての役割を担っている

その他

特に地域との関わりはない

無回答

65.7

37.1

37.1

11.4

40.0

11.4

22.9

28.6

57.1

28.6

8.6

2.9

2.9

0 20 40 60 80 100
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② 地域活動に取り組むうえでの課題 

「本業が忙しく時間の余裕がない」の割合が 62.9％と最も高く、次いで「活動のため

の予算確保が難しい」の割合が 25.7％、「連携する団体を見つけることが難しい」の割

合が 20.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 35 ％

法人内での理解や合意形成が難しい

活動のための予算確保が難しい

本業が忙しく時間の余裕がない

情報やノウハウが不足している

連携する団体を見つけることが難しい

どのような活動をすればいいかわからない

特になし

その他

無回答

8.6

25.7

62.9

17.1

20.0

14.3

17.1

8.6

0.0

0 20 40 60 80 100
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４ 地域福祉を取り巻く課題等 

（１）心をつなぐ地域づくり 

社
会
背
景 

○人と人のつながりや、家庭や地域における支え合いが希薄化している。 

○日常生活に不安を抱えている人に対する孤独・孤立対策が全国的な課題と

なっている。 

現
状 

○町会・自治会加入率は低下傾向にある。 

課
題 

○近所づきあいの状況について、「ほとんど近所づきあいはない」の割合が約

２割と、令和元年度調査より増加している。特に、40歳未満で高くなって

おり、理由として「仕事等で忙しく時間がない」、「生活時間が異なり接す

る機会がない」が上位にあげられ、ライフスタイルの違いが地域との交流

に影響を与えている。 

○近所づきあいがあまりない理由として、時間や機会がないことが多く挙げ

られているなかで、「近所以外に相談したり助け合ったりできる人がいるた

め」との意見もあり、家族や友人のほかＳＮＳ等顔の見えないつながりが

増えてきていることがうかがえる。 

○ボランティアや市民活動に関する情報について、“入手できている”市民の

割合は、令和元年度調査から変わっておらず、情報を必要とする人へ十分

届いていないことがうかがえる。 

○団体調査において、「ボランティアや福祉に関心のある人が少ない」、「自分

の住む地域に関心がない人が多い」といった住民の意識の希薄化が課題と

してあげられている。 

【求められること】  

○人権や福祉に関する普及啓発活動をさらに推進し、福祉を身近に感じる市民の増加

を図ることが必要。 

○忙しい現役世代や新旧住民が、日常の中で自然に「顔の見える関係」を築けるよう

なきっかけ・場づくりが必要。 

○SNSやホームページ、回覧板など、ターゲットに合わせた多様な媒体を組み合わせ、

地域の活動情報を誰もが円滑に取得できる情報発信方法が必要。 

○町会・自治会加入率の低下やライフスタイルの変化を踏まえ、既存の組織枠組みに

捉われない、柔軟で多様な参加形態の検討が必要。 

○公共施設のみならず、民間の空き店舗や福祉施設の地域開放を促進し、多世代が日

常的に集い、相談し合える「居場所」の整備が求められている。 
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（２）楽しく暮らせる地域づくり 

社
会
背
景 

○誰もが自然に集える「居場所」や「交流の場」を確保し、市民の幸福感（ウ

ェルビーイング）を高めることが共通の課題となっている。 

現
状 

○ボランティアや市民活動に参加したきっかけとして「町会・自治会の呼び

かけがあって」「学校の授業・PTAや課外活動の一環として」が上位にあげ

られており、既存の組織や教育現場が社会参加の重要な入り口となってい

る。 

○ボランティアや市民活動に“関心がない”市民は約４割となっており、参

加状況についても「参加したことはない」の割合が７割以上と、ともに令

和元年度調査から増加している。 

課
題 

○参加したことがない理由として「時間が足りない・忙しいから」「健康に自

信がないから・高齢であるから」「活動に興味がないから」が上位にあげら

れており、ボランティア活動に参加する時間的余裕がない人が多い傾向が

あり、地域活動の担い手不足がさらに加速し、地域活動の継続ができなく

なる可能性がうかがえる。 

○約４割の市民が地域住民が集まる場所を「足りていない」と感じており、

特に「多世代が交流できる居場所」「地域住民が気軽に話し合いなどを行う

ことができる居場所」があげられている。 

○船橋市が、多様な生活状況や特性を持つ方々にとって住みにくい理由とし

て、「道路の段差が多かったり、歩道が整備されていないなど外出しにくい」

「交通機関が不便・利用しにくい」「利用しやすい公共施設が少ない」が上

位にあげられており、ユニバーサルデザイン、バリアフリーの視点に立っ

たインフラ環境の整備が不足していることがうかがえる。 

【求められること】 

 

○活動の担い手不足を解消するため、短時間や単発で参加できる仕組みづくりなど、

忙しい現役世代でも関わりやすい環境整備が必要。 

○バリアフリー化の推進や移動支援サービスの充実により、高齢者や障害のある人、

子育て世帯が安心して社会参加できる環境の構築が必要。 
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（３）安心して暮らせる地域づくり 

社
会
背
景 

○8050問題やダブルケア、ヤングケアラーなど、複合的な課題を抱える家庭

が増加している。 

○従来の縦割りによる公的な支援制度の枠組みでは十分な支援が受けられな

い「制度の狭間」の問題。 

現
状 

○約２割の市民が隣近所に気にかかる人がいると回答。 

○対象を限らないワンストップの相談窓口「保健と福祉の総合相談窓口 さ

ーくる」で市民の多様な相談を受け付けている。 

○困ったときに、隣近所に助け合える人がいればよかったと思ったことがあ

る市民は２割半ばとなっている。 

課
題 

○「保健と福祉の総合相談窓口 さーくる」の認知度は約６％と、複合化・

複雑化した課題に対応するための支援体制を構築しているものの、窓口そ

のものが必要な市民に届いていない可能性がうかがえる。 

○相談支援機関調査では、９割以上が課題が複雑であったり解決困難な相談

が増えていると回答しているものの、約６割の相談支援機関が市の担当部

署や相談機関等との連携がスムーズに行われていないと回答しており、増

加する複合化・複雑化した市民の課題に対する連携体制に課題がある。 

【求められること】 

 

○「保健と福祉の総合相談窓口 さーくる」等の相談窓口の更なる周知を図るととも

に、自らＳＯＳを出せない潜在的な支援ニーズを早期に発見する体制が求められる。 

○分野を超えた情報共有と円滑な支援に向けたコーディネート機能の充実が必要。 

○住民同士の「顔の見える関係」を基盤とした、孤独・孤立の防止や虐待の早期発見

に繋げる地域力の向上が必要。 
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（４）地域福祉推進のための仕組みづくり 

社
会
背
景 

○地域課題の解決に向けて、分野を超えて関係者が連携し、対応していくこ

とが求められている。 

現
状 

○第４次船橋市地域福祉計画の推進にあたり、地域福祉計画推進委員会にて

進捗管理を行っている。 

○地域の問題解決において「行政と住民が協力して考えていきたい」と回答

した市民が半数以上と、協働への意識が浸透している。 

○法人の約６割が地域行事に参加したり施設見学を受け入れるなど、地域資

源としての機能を発揮し始めている。 

課
題 

○団体調査において、福祉関連の分野で特に行政が力を入れて取り組んでほ

しい施策について、「住民相互のまとまりや助け合い（地域交流事業の促進

支援）」「ボランティアや福祉に関する教育・体験（学校教育、社会教育の

充実）」「地域資源の活用（人的資源・公共施設・民間施設の活用）」が上位

にあげられている。 

○法人が地域活動に取り組むうえでの課題として「本業が忙しく時間の余裕

がない」「活動のための予算確保が難しい」「連携する団体を見つけること

が難しい」が上位にあげられている。 

【求められること】 

 

○第５次船橋市地域福祉計画の推進にあたり、進捗管理を行う仕組みが必要。 

○住民・ボランティア・市民活動団体・法人が、それぞれの特性を活かしながら効果

的に連携できるよう、マッチングやプラットフォーム機能の強化が必要。 

○社会貢献活動に意欲のある法人が、本業とのバランスを保ちながら継続的に地域に

関われるよう、財政面やノウハウ提供などの支援策の検討が必要。 

○行政・民間を問わず、既存の施設や人材等の地域資源を最大限に活用し、効率的か

つ持続可能な支援体制を構築することが求められる。 

 

 


